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サービス提供時におけるハラスメントの禁止に関する指針 

 

 

1. 基本的な考え方 

当法人ではあらゆるハラスメント行為を禁止しています 

 

会津医療生活協同組合は、利用者・患者・組合員・地域住民等およびその家族や代理人等（以下、

「利用者等」という）に対してより良いサービスを提供できる環境を確保するとともに、事業所で働く

職員の安全を確保し、安心して働き続けられる労働環境を築くことを目的として本指針を定めるこ

ととする。 

 

 

2. ハラスメントの定義 

 

本指針における「ハラスメント」とは「サービス提供時に起こりえるハラスメント」を指す。 

１） サービス提供場面におけるハラスメント 

利用者等から職員への行為、職員から利用者等への行為で、下記のような行為をいう。 

   身体的暴力（ものを投げる、叩く、蹴る、唾を吐く等、身体的な力を使って危害を及

ぼす行為） 

   精神的暴力（大声で威圧する、どなる、理不尽な要求、暴言等、個人の尊厳や人

格を言葉や態度で傷つけたり、おとしめたりする行為） 

   セクシャルハラスメント（意に添わない性的誘い掛け、好意的態度の要求、性的な

嫌がらせ行為） 

 

 

 



２）カスタマーハラスメント 

   【言動の内容が社会通念上許容される範囲を超えるもの】 

          ● そもそも要求に適切な理由がない、またはサービス等と全く関係のない要求 

          ● 契約等により想定しているサービスを著しく超える要求 

          ● 対応が著しく困難または対応が不可能な要求 

          ● 不当な損害賠償要求 

 

   【手段や態様が社会通念上許容される範囲を超えるもの】 

● 身体的な攻撃（暴行・傷害等） 

● 精神的な攻撃（脅迫・中傷・名誉棄損・侮辱・暴言・土下座の強要等） 

● 長時間の拘束・長電話・頻繁に事業所に来てその度にクレームを言う・大声で威嚇

する等、名誉棄損、侮辱、土下座の強要 

● 大声・暴言で職員を責める・難癖をつけ利用料を払わない・日用品を過度に要求

する等 

● 威圧的な言動、継続的・執拗な言動、拘束的な言動（不退去・居座り・監禁） 

● 特別扱いの要求・SNSへの暴露をほのめかす・職員の解雇を要求する等 

 

 

3. 職員および管理者の責務 

1） 職員の責務 

（1） ハラスメントの禁止 

全ての職員は、ハラスメントについて正しく理解し、ハラスメントを行ってはならない。職

場の一員であることを自覚し、円滑なコミュニケーションを心掛け、より良いサービスの

提供を目指す環境づくりに努める。 

（2） ハラスメントへの対応 

勤務時間内外に関わらず、利用者等との間で、暴力等やハラスメントを受けた場合又

は発見した場合は、管理者に相談する。 

利用者等に何らかの異変があった場合は、管理者に報告・相談を行う。 

（3） 研修会 

ハラスメント防止のために、年 1回は本指針を徹底するなどハラスメント研修を行う。 

 



2） 管理者の責務 

（1） 職場環境の整備 

管理者は、職員間のコミュニケーションが図られ、職員一人ひとりがその能力を十分に

発揮できる、風通しの良い職場環境を確保できるよう努めなければならない。 

（2） 苦情・相談への対応 

管理者は、職員からハラスメントに関する苦情・相談があった場合には、迅速かつ適切

に対応する。 

相談や報告のあった事例について問題点や課題を整理・検討し、必要な対応を行う。 

（3） 職員の意識啓発の推進 

管理者は、職員がハラスメントについて正しく理解し、ハラスメントの未然防止を図るた

め、本指針の周知に努め、職員の意識や職場の実態を把握するとともに、職員に対す

るハラスメント防止研修を実施する。 

 

4. サービス提供時におけるハラスメント対策 

 

職員による利用者等へのハラスメント及び、利用者等によるハラスメント防止に向け、次の対策を行

う。 

※カスタマーハラスメントに関しては「カスタマーハラスメントの禁止に関する指針」によること。 

 

1） 利用者等への周知 

下記の点をサービス利用者等に周知する 

① 事業所が行うサービスの範囲及び費用 

② 職員に対する金品の心づけのお断り 

③ サービス提供時のペット保護（ゲージに入れる、首輪でつなぐなど） 

④ サービス内容に疑問や不満がある場合、または職員からハラスメント受けた場合は、

気軽に管理者に連絡いただく 

⑤ 職員へのハラスメントを行わないこと 

2） 事実関係の正確な確認と事案への対応 

3） 職員への配慮の措置 

４）再発防止のための取組 



5. 苦情・相談への対応 

 

（1） 苦情・相談の申し出 

職員、利用者等は管理者に、サービス提供時におけるハラスメントの苦情・相談を申し

出ることができる。また、当事者ではないが他の職員等が受けているハラスメントにつ

いて不快に感じた職員等も申し出ることができる。 

（2） 相談窓口 

     ① 職員間・他事業者間に関するものは「職場におけるハラスメント防止規程」に準ずる。 

② 利用者等に関するものは、各事業所管理者へ相談。相談を受けた各管理者は、各事

業部長へ報告をする。各事業部長は法人本部へ報告。 

（3） ハラスメント対策委員会の設置（職場におけるハラスメント防止規程と同様） 

① 構成 

   対策本部長を専務理事とする 

   対策本部に総務・各事業部長をおく 

   法人所長会議にハラスメント対策委員会を設置 

② 委員会の開催 

年に 1回開催する。その他、必要な都度（ハラスメント事案発生時 等）開催する。 

③ 委員会の役割 

   指針・マニュアルの整備に関すること 

   ハラスメント事案が発生した場合の関係者への対応及び、再発防止に関すること 

   ハラスメントに関する職員への指導 

   ハラスメント防止の取り組みに関すること 

（4） 秘密の保持 

苦情・相談に関与した者は、関係者のプライバシーや人権を尊重するとともに、問題処理

に必要な場合を除き、知り得た情報を漏洩してはならない。 

（5） 不服申し立て 

ハラスメントの被害者もしくは加害者は、問題処理に不服がある場合、ハラスメント対策

委員会に対し審査を申し出ることができる。 

 

 

6. 基本方針の見直し 

 

ハラスメントを取り巻く状況の変化等により、必要に応じて本指針の見直しを行うこととする。 

 



 

 

以上 
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